
山田 稲築西 稲築東 碓井 嘉穂 嘉麻市

生徒数 141 240 166 116 204 867

運動部員数 39 114 88 62 123 426

拠点校（他校）参
加生徒数 2 1 1 0 0 4

合計 41 115 89 62 123 430

運動部入部率 29.1% 47.9% 53.6% 53.4% 60.3% 49.6%

文化部員数 19 48 25 5 14 111

文化部入部率 13.5% 20.0% 15.1% 4.3% 6.9% 12.8%

部活動生徒数 60 163 114 67 137 541

入部率 42.6 67.9 68.7 57.8 67.2 62.4

令和８年度　嘉麻市中学校・義務教育学校後期課程　部活動入部率
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５．１現在



上限基準
山田
中学校

稲築西
義務教育学校

稲築東
義務教育学校

碓井
義務教育学校

嘉穂
中学校

嘉麻市

人数 13 18 15 14 17 77

年間総時数（全職員） 2382 4237.5 2455.5 2727 4319.5 16121.5

年間総時数（一人当たり） 360時間 183.2 235.4 163.7 194.8 254.1 209.4

月間平均時数（一人当たり） ４５時間 15.3 19.6 13.6 16.2 21.2 17.4

週平均時数（一人当たり） 3.5 4.5 3.1 3.7 4.9 4.0

令和6年度 3.9 3.8 3.5 3.1 4.2 3.7

上限基準
山田
中学校

稲築西
義務教育学校

稲築東
義務教育学校

碓井
義務教育学校

嘉穂
中学校

年間総時数（一人当たり） 360時間 451.5 533.0 381.0 407.0 489

月間平均時数（一人当たり） ４５時間 37.6 44.4 31.8 33.9 40.8

週平均時数（一人当たり） 8.7 10.3 7.3 7.8 9.4

令和6年度 8.1 7.5 6.6 7.6 7.5

R７年度　休日の部活動指導従事時数　　　　　　R.8年5月調査

【部活動顧問全員】

【最も多い教員員】



令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１１年度

高校との連携
高校との連携案作成
および打診

高校との連携案推進
嘉麻市体験入部

試行・総括 も

地域移行アンケート
生徒･保護者・教職員の反応・評価・改善

可能な種目から　拠点校部活動実施

　　　　　　　　　　　休日中心に　　→　　　平日も

①拠点校部活動
②地域クラブ
③部活動を望まない
　（完全ノータッチ）

部活動指導員
人材確保

完全実施

部活動指導員人材確保

教職員の意思の具体化！
①学校部活動
②休日中心に拠点校部活動
　 休日中心に地域連携
③地域クラブ
④部活動を望まない教員の解放
（平日補助、大会時補助のみ）

①平日のみ学校部活動
②休日拠点校部活動
③地域クラブ
④部活動を望まない教員の解放
（平日補助、大会補助）

段階的な移行への取組　　　嘉麻市
令和１０年度

完全実施

アンケート

教職員への
説明

意思調査

部活動指導員

拠点校

「部活動地域移行・地域
展開」に関する生徒･保
護者・教職員対象意識ア
ンケート（小学４～６、中
学１（７）対象）

（８月）各校部活動研修
　　　　（学校回り）
（９月）教職員の部活動
　　　に関する意思調査

部活動指導員確保
・予算化
・身分保養
・人材発掘

（９月）拠点校部活動の
希望確認

地域移行アンケート
生徒･保護者・教職員
の反応・評価・改善

部活動指導員
人材確保
・単独指導可能に！
・引率可能に！

地域移行アンケート
生徒･保護者・教職員
の反応・評価・改善

部活動指導員
人材確保
・単独指導可能に！
・引率可能に！

＊県の休日部活動の特殊勤務手当が断ち切

られた後も市独自予算で拠点校部活動の継



年度 令和7年度 令和11～13年度 令和１４年度以降

期間 推進期間最終年度 改革実行期間後期

中
学
校
・
義
務
教
育
学
校

〇地域展開研修会
（学校教育課参加）
〇対象者アンケート
・小学６年生
・同保護者
・中学１年生、義務教育学校
　後期課程７年生
・同保護者
〇教職員部活動意思調査
〇入学・進級説明会
（児童・生徒・保護者への説明）

嘉麻市中学校・義務教育学校後期課程における部活動地域展開ロードマップ（案）　R8.7.15
令和８～１０年度

改革実行期間前期

ス
ポ
ー
ツ
推
進
課
・
生
涯
学
習
課

〇「部活動の在り方委員会」参加

〇地域展開サポート体制論議
　・施設設備に関すること
　・生徒の移動や輸送に関すること
　・指導者人材確保に関すること
　・文化部の地域展開に関すること

②地域人材発掘と確保

日本スポーツ協会公認指導者資格取得希望者 公募

〇拠点校受け入れ

条件を満たした部

①地域展開支援

〇施設減免措置 〇施設提供 〇用具貸し出し等

②幅広い受け皿づくりと人材発掘

〇体協との連携

〇社会体育サークルの受け入れ

〇地域人材探し 広報 等

①幅広い受け皿づくりと人材発掘

〇地域部活動への展開 織田廣喜美術館との連携

〇広報

〇文化サークル活動の受け入れ

ス
ポ
ー
ツ
推
進
課

生
涯
学
習
課

認
定
地
域
ク
ラ
ブ
育
成
に
向
け
た
準
備

〇平日顧問の位置づけ等

〇合同部活動の推進

〇拠点校部活動推進

〇働き方改革の取組

〇少人数部の救済

〇部活動指導希望者
を地域人材に

〇日本スポーツ協会公認

指導者講習会受講奨励

認

定

地

域

ク

ラ

ブ

拠点校部活動

部活動から完全開放

・施設の優先利用

・施設管理の委託

・学校教育課・ス

ポーツ推進課・

生涯学習課との

連携・連絡体制

・施設減免と優先

利用

・地域人材発掘

・学校教育課およ

び学校との連携・

連絡体制の充実



年度 令和7年度 令和11～13年度 令和１４年度以降

期間 改革推進期間最終年度 改革実行期間後期

嘉麻市中学校・義務教育学校後期課程における部活動地域展開ロードマップ（案）　R8.7.15
令和８～１０年度

改革実行期間前期

教
　
育
　
委
　
員
　
会

〇部活動ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ配置

〇部活動実態調査 学校

部活動状況調査

休日部活動超勤調査

〇中学校、義務教育学校後

期課程教員対象説明会

（各校研修）

〇対象者アンケート実施

・小学校４～６年生生徒

・同保護者

・中学１年生、義務教育

後期課程７年生

・同保護者

〇部活動に対する教員意識

アンケート実施

〇各学校の８年度の在り方

調査

・校長、担当者合同会議

（１１月、１月、３月）

〇部活動の在り方検討委員会

（５月、９月、２月）

○受け皿拡大と選択肢拡大の取組
・稲築志耕館高等学校への部活動展開

休日部活動の

段階的地域展開

休日部活動の

地域展開完了

平日を含む部活

動の地域展開

○教員の働き方改革推進のための取組
①「フリー顧問」「平日顧問」の新たな位置づけ

②休日合同部活動推進に伴う休日の顧問交代

制の奨励 等

○少人数部活動の救済
・合同部活動の推進

〈認定地域クラブ〉

（嘉麻市が認定した地域クラブ）

＝拠点校（拠点会場）部活動の

完結型

（必須条件）

・日本スポーツ協会公認指導員

資格保有者が存在すること

・会則作成

・申請書提出

・拠点会場優先使用、施設減免

・指導者報酬・身分保障→有期限

○休日部活動を中心とした 地域展開 への ２大事業

①拠点校部活動の実施

・在籍校に希望する部がない生徒の近隣校部活動

（条件を満たした部）への入部を可能にする

②部活動指導員確保

・地域人材確保・育成のための事業

・休日指導者の確定

（希望する教員のみ）

・報酬の問題？

拠点校部活動へ



年度 令和7年度 令和11～13年度 令和１４年度以降

期間 推進期間最終年度 改革実行期間後期

中
学
校
・
義
務
教
育
学
校

〇地域展開研修会
（学校教育課参加）
〇対象者アンケート
・小学６年生
・同保護者
・中学１年生、義務教育学校
　後期課程７年生
・同保護者
〇教職員部活動意思調査
〇入学・進級説明会
（児童・生徒・保護者への説明）

嘉麻市中学校・義務教育学校後期課程における部活動地域展開ロードマップ　R8.7.15
令和８～１０年度

改革実行期間前期

ス
ポ
ー
ツ
推
進
課
・
生
涯
学
習
課

〇「部活動の在り方委員会」参加

〇地域展開サポート体制論議
　・施設設備に関すること
　・生徒の移動や輸送に関すること
　・指導者人材確保に関すること
　・文化部の地域展開に関すること

②地域人材発掘と確保

日本スポーツ協会公認指導者資格取得希望者 公募

〇拠点校受け入れ

条件を満たした部

①地域展開支援

〇施設減免措置 〇施設提供 〇用具貸し出し等

②幅広い受け皿づくりと人材発掘

〇体協との連携

〇社会体育サークルの受け入れ

〇地域人材探し 広報 等

①幅広い受け皿づくりと人材発掘

〇地域部活動への展開 織田廣喜美術館との連携

〇広報

〇文化サークル活動の受け入れ

ス
ポ
ー
ツ
推
進
課

生
涯
学
習
課

認
定
地
域
ク
ラ
ブ
育
成
に
向
け
た
準
備

〇平日顧問の位置づけ 等

〇合同部活動の推進

〇拠点校部活動推進

〇働き方改革の取組

〇少人数部 の救済

〇部活動指導希望者

を地域人材に
〇日本スポーツ協会公認

指導者講習会受講奨励

認

定

地

域

ク

ラ

ブ

拠点校部活動

部活動から完全開放

・施設の優先利用

・施設管理の委託

・学校教育課・ス

ポーツ推進課・

生涯学習課との

連携・連絡体制

・施設減免と優先

利用

・地域人材発掘

・学校教育課およ

び学校との連携・

連絡体制の充実





 




